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不燃化推進特定整備地区制度における特別の支援の一つとして、「不燃化特区内における老朽住宅

除却後の土地に対する固定資産税及び都市計画税の減免要綱」（平成２５年６月２６日２５主税税第

１２４号局長決定。以下「減免要綱」という。）が定められた。    
 ついては、標記の減免を下記により取り扱うこととしたので、適切に処理されたい。 
 なお、本減免の処理に当たっては、各所において必要な協働体制を構築し、円滑な事務運営を図

られたい。 
 

記 
 
第１ 減免要綱の要旨 

不燃化特区（東京都不燃化推進特定整備地区制度要綱（平成２５年３月２９日２４都市整防第

５９８号。以下「制度要綱」という。）第２条第１号に規定する不燃化特区をいう。以下同じ。）

内に所在する老朽建築物（東京都不燃化推進特定整備事業補助金交付要綱（平成２５年４月１２

日２５都市整防第４９号）第１３条に規定する老朽建築物をいう。）である家屋（以下「老朽家

屋」という。）が滅失したことにより、小規模住宅用地から非住宅用地へ認定変更された当該家

屋の敷地については、当該家屋が滅失した日の属する年の翌年の１月１日を賦課期日とする年度

から５年度分に限り、固定資産税及び都市計画税（以下「固定資産税等」という。）の８割に相

当する税額を減免することとされている。  
 （注１）老朽家屋とは、次のいずれかに該当するものである。 
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     ①特別区の調査によって危険であると認められた昭和５６年以前の建築物 
     ②特別区の調査によって危険であると認められ、適正な管理がなされていない建築物 
     ③密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第１３条第１項で規定する延

焼防止上危険である木造建築物として国土交通省令で定める基準（「イ、外壁又は軒

裏で延焼のおそれのある部分が防火構造でないものであること。又は、ロ、屋根が不

燃材料で造られ又はふかれていないものであること。」及び「ハ、建築物の建築面積

の敷地面積に対する割合が１０分の８を超えるものであること。又は、ニ、建築物の

敷地が道路に２メートル以上接していないものであること。」）に該当する木造建築物 
 （注２）老朽住宅とは、老朽家屋のうち人の居住の用に供する家屋（当該家屋の床面積に対する

人の居住の用に供する部分の床面積の割合が４分の１以上であるもの）に該当するもので

ある。 
 
第２ 減免対象となる土地 

減免要綱に定める固定資産税等の減免（以下「老朽住宅除却土地減免」という。）の対象とな

る土地とは、次の要件の全てに該当するものをいう。 
１ 不燃化特区内に所在する老朽家屋が、当該家屋の所在地が不燃化特区に指定された日から平

成３２年１２月３１日（制度要綱第８条の規定による不燃化特区の指定の取消しがあった場合

にあっては、当該取消しの日）までの間に滅失した場合における当該家屋の敷地の用に供され

ていた土地であること。 
２ 老朽家屋の敷地の用に供されていた土地で、当該家屋が滅失した日（以下「滅失日」という。）

の属する年の１月１日を賦課期日とする年度（以下「滅失年度」という。）分の固定資産税等

について、地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第３４９条の３の２

第２項及び第７０２条の３第２項の規定の適用を受けたものであること。 
３ 滅失年度の翌年度から当該滅失日の属する年の１月１日の翌日から起算して５年を経過す

る日を賦課期日とする年度までの各年度（以下「適用対象年度」という。）に係る賦課期日に

おいて、家屋の敷地の用に供されている土地以外の土地（非住宅用地（法第３４９条の３の２

第１項に規定する住宅用地以外の宅地をいう。）に限る。）であること。 
４ 老朽家屋の敷地の用に供されていた土地が、防災上有効な空地として適正に管理されている

ことについて、適用対象年度に係る賦課期日後において、特別区長が証明したものであること。 
５ 適用対象年度に係る賦課期日において、老朽家屋の敷地の用に供されていた土地の滅失年度

に係る賦課期日における当該土地の所有者（登記簿又は土地補充課税台帳に所有者として登記

又は登録されている所有者をいう。以下同じ。）が、引き続き所有しているものであること（①

当該土地の一部について所有者が変更された場合、変更されなかった部分を含む。②当該土地

の共有者の一部が変更された場合、変更されなかった共有者の変更前の持分を含む。③共有持

分が変更された場合、滅失年度に係る賦課期日の持分を上限とする変更前の持分を含む。）。 
なお、当該所有者から次に掲げる者が当該土地を取得した場合には、引き続き所有している

ものとみなす。 
（１）当該所有者が個人である場合において、その者について相続があったときにおけるその者
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の相続人 
（２）当該所有者が法人である場合において、当該法人が合併により消滅したときにおけるその

合併に係る合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は当該法人が分割し

たときにおけるその分割に係る法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第１２号の３に

規定する分割承継法人 
 ６ 地目を宅地として認定している土地であること。登記地目と現況地目が相違する場合は、現

況地目により判断すること。 
 
第３ 減免割合 

老朽住宅除却土地減免に係る減免割合は、固定資産税等の額（老朽家屋の敷地の用に供されて

いた土地で、滅失年度分の固定資産税等について法第３４９条の３の２第２項及び第７０２条の

３第２項の規定の適用を受けた面積に相当する部分に係る税額に限る。）の８割とする。 
 

第４ 減免対象期間 
減免は、第２に該当する土地に対し、老朽家屋が滅失した日の属する年の翌年の１月１日を賦

課期日とする年度から５年度分に限り行う。ただし、第２・３又は５の要件のいずれかに該当し

ないこととなった場合には、当該該当しないこととなった日の属する年の１月１日（当該該当し

ないこととなった日が１月１日である場合は、当該日の属する年の前年の１月１日）を賦課期日

とする年度まで行うものとする。   
 
第５ 減免の認定時期等 
１ 老朽住宅除却土地減免は、減免申請書の提出時の状況ではなく、賦課期日現在の状況によっ

て判断し、年度を単位として減免する。 
これは、土地の用地認定が賦課期日を基準日としていることとの均衡から特例的に取り扱う

ものである。 
ただし、土地が適正に管理されている旨を特別区長が証する書類（書類の名称のいかんを問

わない。以下「適正管理証明書」という。）の内容については、賦課期日現在の状況でなくて

も差し支えない。 
 ２ 老朽住宅除却土地減免の適用を受けた土地について、その後、第２・３又は５の要件のいず

れかに該当しないこととなった場合であっても、その年度分に限り減免を継続する。 
 
第６ 減免の適用除外 

老朽住宅除却土地減免の適用を受けた土地（当該適用を受けた面積に限る。）に係る各年度分

の固定資産税等については、小規模非住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税の減免要綱

（平成１４年３月２９日１３主税税第５０９号）及び小規模非住宅用地に対する固定資産税及び

都市計画税の減免について（通達）（平成１４年３月２９日１３主資計第４２７号）に基づく減

免を適用しない。 
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第７ 事務処理 
１ 減免申請 

 （１）老朽住宅除却土地減免の適用の可否は、所有者から「固定資産税減免申請書」（東京都都税

条例施行規則（昭和２５年東京都規則第１２６号）別記第１４６号様式。以下「減免申請書」

という。）が提出された場合に決定するものである。 
 （２）老朽住宅除却土地減免は、減免の適用を受けようとする各年度分の固定資産税等の第一期

分の納期限までに、減免申請書を提出し、かつ、適正管理証明書の添付がある場合に限り、

適用する。 
 ｛参考｝特別区が行う事務 

①老朽家屋の認定 
②賦課期日後、所有者等からの申請を受け、老朽家屋滅失後の更地の適正管理について現地

確認 
③減免申請期限までに所有者等へ適正管理証明書の交付（適正管理証明の単位は１筆） 
④老朽家屋滅失後の更地を巡回し、適正管理について指導 

（３）土地を２人以上の者で共有している場合、共有者の１人から減免申請書の提出があった場

合には、共有者全員から申請があったものとして受理して差し支えない。  

 ２ 老朽住宅除却土地減免の適用に係る決定事務 
老朽住宅除却土地減免の可否の決定は、減免申請ごとに行う。 
提出された減免申請書に基づき、老朽家屋滅失後の更地が小規模住宅用地から非住宅用地に

認定変更されたか、適正管理証明書の有無、当該土地の所有状況に変更はないか等、第２に掲

げる要件に該当するか否かについて審査・認定を行い、減免の可否を決定する。決定に当たっ

ては、土地係に協議するものとする。 
減免の状況は、別に定める様式により管理する。 
新たに減免決定を行った決議書等の文書については、減免終了（取消）後７年間保存してお

くこと。 
 ３ 継続減免手続 

減免申請書は、減免の決定を行った年度の翌年度以降、毎年度提出させることとし、減免内

容の変更の有無について確認する。 
 ４ 電算システムへの入力 
   老朽住宅除却土地減免に係る電算システム対応については、別途通知する。 
 
第８ 根拠規定 

老朽住宅除却土地減免は、東京都都税条例（昭和２５年東京都条例第５６号。以下「都税条例」

という。）第１３４条第１項第４号及び東京都都税条例施行規則第３１条第２項並びに都税条例第

１８８条の３０の適用による。 
 
第９ 適用関係 
 １ 老朽住宅除却土地減免は、平成２６年度分以降の固定資産税等について適用する。 
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 ２ 老朽住宅除却土地減免の適用に当たっては、主税局長へのりん議を要しない。 
 
第１０ その他 
  減免要綱及び本通達について疑義がある場合には、資産税部計画課減免指導係と協議すること。 


